
- 1 - 

 

人口減少問題・地方分権改革等調査特別委員会 開催状況 

 

                        開催年月日 令和８年10月１日（木） 

                        質  問 者 民主・道民連合 広田 まゆみ 委員 

                        担 当 部 課 総合政策部地域行政局市町村課 

                                       地域創生局地域戦略課 

質    問    要    旨 答    弁    要    旨 

一 道州制特区と今後の地方分権について 

私から道州制特区と今後の地方分権についてとい

うことで質問したいと思います。 

今定例会では、副首都構想が大きな論点となってい

ます。 

東京一極集中の是正や国土の多極分散、首都機能の

バックアップなど、国と地方のあり方を改めて考える

契機だと思います。 

一方、北海道には、道州制特区という約 20 年の経

験があります。 

新たな制度を議論する今だからこそ、これまでの地

方分権によって何が実現し、何が実現しなかったのか

を検証する必要があると考えます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（一）道州制特区の成果と課題について 

まず、道州制特区の成果と課題について伺いますけ

れども、道州制特区推進法の制定以降、道は中央政府

に対して６回、33 項目の提案を行ってきました。道

のホームページ上で出ている整理では、中央政府が対

応を行うとしたものが 28 項目、継続して検討するな

どとされたものが 5項目となっています。その札幌医

科大学の定員のように、北海道の実情に即した判断の

幅を広げるものがある一方で、健康食品の表示のよう

に、北海道への権限移譲ではなく、その後の全国制度

によって対応されたものもあります。同様に 28 項目

の中には、全国一律の制度改正や、現行制度やその別

の手法を使っての対応というところも含まれていま

す。 

そこで、この 20 年間の取組によって、北海道、こ

の地方が自ら判断し、政策をできる範囲は実質的にど

こまで広がったと評価をしているのか、また、北海道

からの提案が全国的な制度の見直しにつながったも

のも含めて、道州制特区がどのように役割を果たして

きたと評価しているのか、単に「33項目のうち 28項

目について対応が行われた」という数字だけではな

く、その内容や波及効果も含め、地方分権という観点

から成果と課題をどのように総括しているのか伺い

ます。 

 

 

（企画担当課長） 

 道州制特区についてでございますが、平成１９

年１月に道州制特区推進法が施行され、同年４月

から道州制特区計画に基づき事務・権限の移譲を

受けて以降、道では、国に対し３３件の提案を行

い、これまで２８件が措置されたところでござい

ます。 

 道に移譲された事務・権限のうち、例えば、鳥

獣保護管理法における麻酔薬の使用許可権限や、

札幌医科大学の定員自由化などにつきましては、

許認可事務における処理時間の短縮や地域の実

情に応じた対応が可能となるといった効果があ

りました。 

 一方、近年は、国家戦略特区制度など新たな特

区制度の新設や、地方分権に係る制度の充実など

によりまして、国への提案までには至っていない

状況であります。 
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質    問    要    旨 答    弁    要    旨 

（二）地域の特性に応じた制度について 

結局、新たな特区制度というのは中央政府のお達し

に呼応して手を挙げた自治体が参加するっていう仕

組みになっていて、結局、地方からの提案っていうの

はこの特区制度ではなかなか、最近は動いていないと

いうことだと思います。 

この地域の特性に応じた制度について、伺いたいと

思うのですけれども、北海道が求めた形では実現しな

かった提案の事例として、私が一番興味深いというか

重要だなと思ってるのが、例えば観光なのですけれど

も、特定免税店制度や国際観光振興のための特別地区

など北海道の観光という地域特性を生かした、生かそ

うとした提案です。 

これは沖縄では、特別法に基づき、独自の仕組みが

設けられているのですけれども、北海道も、提案を求

めた形では実現せず、その後、道としては、北海道観

光振興特別措置法の制定を、国に求めてきた経緯もあ

ります。 

 本来、この地方分権とは、全国一律では対応しにく

い地域固有の課題について、その地域が自ら選択でき

るようにすることでもあったはずですが、この約 20

年間の経験から、北海道の実情に応じた制度や政策を

自ら選択できる地方分権を進める上で、どのような可

能性と課題が明らかになったと認識しているのか伺

いたいと思います。 

 

（指摘） 

中央政府の動きに呼応しながらということですけ

れども、ここで、例えば沖縄では、特別法に基づいて、

地域特性に応じた観光振興の特例が認められていま

す。 

一方、北海道では、道州制特区も法案に基づいて提

案していることですから、その地域特性を生かそうと

提案しても求めた形では実現しませんでした。 

地域の特性を生かすための特区でありながら、北海

道固有の制度が実現しにくいというのであれば、この

道州制特区、30年まで延長されたということですけ

れども、制度として限界があったと言わざるをえない

と思います。 

北海道のように広域で、皆さんも本当によくおっし

ゃるんですけど、北海道は広いので他の県とは比べら

れないんだとおっしゃいますけれども、この地域ごと

の特性も大きい自治体にこそ、地域の実情に応じて制

度を選択できる仕組みが必要であると、その認識を、

道庁としても、こういう答弁とかの中でも明確に発信

することが必要であるということを指摘をしておき

たいと思います。 

（企画担当課長） 

 移譲権限等の効果についてでございますが、道州制

特区は、地方分権の推進等を目的として、国から道へ

の権限移譲等を段階的に積み重ねていく先導的な取

組であり、これまで移譲等が実現した提案につきまし

ては、水道法に基づく監督権限のように、道のみに移

譲されたもののほか、ＪＡＳ法に基づく監督権限や、

「ふるさと納税」のコンビニでの収納など、道からの

提案をきっかけに政省令等の改正が実現し、全国措置

されたものもあり、地域の声が国の政策に反映され得

ることを実証できた面がありました。 

 今後の提案にあたりましては、地域の発意で制度改

善を進める国の「提案募集方式」による地方分権の取

組などと一体的に募集を行うなど、道内の多様な主体

に制度を周知しながら、提案の掘り起こしに努めてま

いります。 
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質    問    要    旨 答    弁    要    旨 

（三）副首都をめぐる議論と人口減少時代の地方分 

   権について 

次に副首都をめぐる議論と人口減少時代の地方分

権について伺いたいと思います。人口減少が進み、市

町村単独では維持が難しい行政課題も増えています。

こうした時代の地方分権は、「国、中央政府から道へ」、

「道から市町村へ」と権限を移すだけでは十分ではな

く、道、市町村、振興局、市町村同士が、それぞれの

役割を担い、補完し合う仕組みが必要です。副首都を

めぐる議論についても、東京一極集中を札幌への新た

な一極集中に置き換えるのではなく、札幌の機能強化

を道内各地域の役割強化につなげる視点が必要だと

考えます。 

ＩＣＴを活用した行政のあり方が変化する中、本庁

と振興局の役割分担や、本庁機能そのもののあり方に

ついても検討していく必要があります。副首都構想の

検討を待つまでもなくということですが、人口減少時

代の地方分権や広域連携、振興局の役割、本庁と振興

局の機能分担、さらには道内の土地利用や機能配置も

含め、分散型の北海道をどのように描いていく考えな

のか伺います。 

 

 

（地域行政局長） 

 振興局の果たす機能についてでございますが、道で

は、地域づくりの拠点であります振興局が、市町村や

住民の皆様と一体となって、直面する課題の解決に向

けた施策展開を進めるため、本庁から振興局への法令

に基づく届出事務の権限委譲を進めるとともに、振興

局独自事業や、地域づくり総合交付金による支援の充

実など、その機能の充実・強化に努めてきたところで

ございます。 

 道といたしましては、振興局が主体となって、広域

的な行政機能を十分に発揮できるよう、振興局におけ

る業務のあり方や本庁との連携などについて不断の

見直しを行うとともに、課題の的確な把握や関係機関

との調整、広域的な連携を促進するなど、地域づくり

の拠点として、地域課題の解決や地域活性化における

中心的役割を担えるように取り組んでまいます。 

 

 

 

 

（四）地域間のつながりと分散について 

次の質問に移りますけれども、地域間のつながりと

分散について伺います。 

分散型の北海道を考える上では、制度上の権限移譲

だけでなく、地域と地域、人と人が平常時からつなが

るという視点も重要です。例えば下川町では、首都圏

の地域との継続的な交流が続いています。また、東京

の早稲田商店会では、「震災疎開パッケージ」として、

災害時の地方への避難と、平常時からの地域間交流を

組み合わせた取組が、かつて行われていたと承知して

います。 

現在では、この間色々とご議論させていただきまし

たが、二地域居住や「ふるさと住民登録制度」の創設

も進められています。平時から複数の地域と関係を持

つことは、人口減少への対応にも、危機管理にもつな

がると考えます。 

これまで、各地域が積み重ねてきた交流も改めて掘

り起こし、二地域居住や関係人口の定義の洗い直し、

危機管理などの政策を横断的につなげて、人や機能が

複数の地域を行き来し、支え合う北海道らしい分散型

の地域づくりにつなげていく考えはないのか伺いま

す。 

 

 

（地域創生局長） 

地域間の連携促進についてでございますが、人口減

少が進む中、地域が直面する課題に的確に対応し、将

来にわたり持続的に住民生活を支えていくためには、

日頃から、多様な主体が地域の枠を超えて連携・協働

し、地域づくりを進めていくことが重要でございま

す。 

道内の市町村におきましては、例えば、北海道町村

会と東京の特別区長会の連携協定を契機に、住民の方

々の相互訪問や災害時の応援協力に取り組まれてい

るほか、札幌市と渋谷区では、スタートアップ事業の

実証実験を支援するなど、様々な主体による連携が進

められております。 

道といたしましては、こうした市町村や団体の取組

を広域自治体の立場でサポートをし、振興局におきま

しても、独自事業の活用などにより、市町村等と連携

をしながら、首都圏の自治体との関係人口の創出・拡

大や、地域の魅力発信に資する事業を行っているとこ

ろでございまして、今後も引き続き、道内外の地域間

連携の強化に向けた取組を促進してまいります。 
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質    問    要    旨 答    弁    要    旨 

（指摘） 

総合政策委員会でも議論させていただいたのです

けれども、大阪との連携も良いのですけれども、もっ

と具体的に東京と詰めるべきではないですか。そこ

は、もうすでに各地域には実践がありますので、そこ

をきちんと掘り起こして具体的な東京との協議もし

っかり進めていただくよう指摘をしておきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（五）副首都をめぐる議論と道州制特区の今後の活 

   用について 

最後の質問になりますけれども、副首都をめぐる議

論と道州制特区の今後の活用についてという視点か

ら伺いたいと思います。今年、北海道道州制特別区域

計画は 2030 年度末まで延長されました。ご承知のよ

うに副首都をめぐって東京一極集中の是正や国土の

多極分散が改めて今、議論されています。道州制特区

の経験を見れば、北海道からの提案が、北海道独自の

制度や権限移譲だけではなく、全国制度の見直しに繋

がったものもあるというのがご答弁からも言われて

います。だとするならばです。国が示す副首都の制度

や要件を待つだけでなく、国が示してくれないと僕た

ちはわかりません私たちはわかりませんじゃ、駄目で

すよね。北海道から必要な権限や制度を提案していく

ことも必要ではないでしょうか。二地域居住や関係人

口、地域間連携、企業や行政機能の分散、私がずっと

提案しております広域的な土地利用の調整、人口減少

地域を支える行政体制など、北海道全体の持続可能性

につなげるために、必要な制度について、道州制特区

を活用して、要望とか陳情じゃないですから、法的対

話ですから。この道州制特区を活用して新たに提案し

ていくことも含め、今後どのように取り組む考えなの

か伺います。 

 

 

（総合政策部長兼地域振興監） 

 副首都制度と地方分権についてでございますが、副

首都法の基本理念では、国家社会機能の特定の地域へ

の集積による効果にも留意しつつ、国土全体にわたり

人口及び国家社会機能が分散的に配置されるよう施

策を推進するとしており、東京一極ではない、地域の

個性や強みを生かした分散型経済圏の形成が期待さ

れます。 

 また、副首都の指定要件や様々な施策内容は、今後

の政令等で明らかにされますが、道州制の基本的な考

え方とも方向性は合致しております。 

 道といたしましては、こうした制度全体を注視し、

道州制特区や国への提案募集制度といった各種制度

を効果的に活用しながら、国からの権限移譲や規制緩

和の一層の推進を図るなど、分権型社会の着実な推進

に取り組んでまいります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（指摘） 

最後に指摘ということですけども、ご答弁いただい

たように、道州制特区では、北海道からの提案が道へ

の権限移譲だけでなく、全国的な制度改正に繋がった

ものもあるということですから、副首都をめぐる議論

についても、今、ご姿勢として示されたように、国か

ら制度や要件が示されるのを待つだけではなく、北海

道として必要な権限や制度、自ら提案していく姿勢が

必要だと考えます。 

人口減少やＩＣＴの進展を踏まえれば、振興局の機

能強化にとどまらず、本庁と振興局の役割分担や、機

能・配置そのものを見直す視点も必要だと考えます。 
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質    問    要    旨 答    弁    要    旨 

慎重な議論が必要ではありますけれども、極端に言

えば、本庁機能は札幌にあるものという前提自体も、

将来的には検証対象になり得ると考えます。 

副首都構想を札幌への新たな一極集中に終わらせ

るのではなく、土地利用や自然資本の保全も含め、道

内の各地域が役割を担い、相互に補完できる分散型の

北海道を考える契機としていただきたいと思います。 

最後に、ご答弁では、今後も権限移譲や規制緩和に

取り組むとのことでしたが、人口減少時代の地方分権

は、それだけでは不十分です。国も今動き始めていま

すけれども、担いきれない権限を返上したり、広域で

担い直したりすることも必要ですし、自然資本を守る

ためには、地域の実情に応じて規制を強化することが

必要な場合もあります。 

これからの地方分権は、移譲と緩和だけではなく、

再配分と、自然資本や北海道の土地の保全まで含めて

考える必要があることを指摘をし、私からの質問を終

わります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（了） 


